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令和７年度 決算報告書 （第２２期事業年度） 

 

 

国立大学法人北海道国立大学機構 

 

（注１）決算報告書は、百万円未満切り捨てにより作成しています。 

（注２）「運営費交付金」には、前年度からの繰越分１５７百万円が含まれています。 

（注３）「補助金等収入」には、授業料等減免費交付金が６１７百万円含まれており、本補助金は授業料

等免除に使用しています。 

 

 

（単位：百万円）

区　分 予算額 決算額
差額

(決算－予算)
備　考

収入

運営費交付金 ６,２５１ ６,８９７ ６４６ （注４）

（内数）補正予算による追加 － ３００ ３００

施設整備費補助金 １,３３５ １,０２７ △ ３０７ （注５）

船舶建造費補助金 － － －

補助金等収入 － １,９３４ １,９３４ （注６）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 － １０ １０ （注７）

自己収入 ３,８５４ ３,２０１ △ ６５３

授業料、入学料及び検定料収入 ３,４５４ ２,７０８ △ ７４６ （注８）

雑収入 ４００ ４９３ ９２ （注９）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 １,０３３ １,６９３ ６６０ （注１０）

引当金取崩 － １ １ （注１１）

目的積立金取崩 － ２７ ２７ （注１２）

計 １２,４７４ １４,７９３ ２,３１８

支出

業務費 １０,０９３ １０,２８６ １９３

教育研究経費 １０,０９３ １０,２８６ １９３ （注１３）

施設整備費 １,３３５ １,０３７ △ ２９７ （注１４）

補助金等 － １,３００ １,３００ （注１５）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 １,０３３ １,３３６ ３０３ （注１６）

長期借入金償還金 １３ １３ ０

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 － － －

計 １２,４７４ １３,９７４ １,４９９

収入－支出 － ８１９ ８１９
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○ 予算と決算の差異について 

（注４） 運営費交付金については、前年度からの繰越額及び予算段階では予定していなかった教育・

研究基盤の維持に係る補正予算等の交付がされたことにより予算額に比して決算額が６４

６百万円多額となっています。 

（注５） 施設整備費補助金については、一部事業を翌年度に繰り越したことにより、予算額に比し

て決算額が３０７百万円少額となっています。 

（注６） 補助金等収入については、予算段階では予定していなかった交付がされたことにより、予

算額に比して決算額が１，９３４百万円多額となっています。 

（注７） 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金については、予算段階では予定していなかった

交付がされたことにより、予算額に比して決算額が１０百万円多額となっています。 

（注８） 授業料、入学料及び検定料収入については、（注３）の授業料減免費交付金の影響及び授業

料収入が見込額を下回ったことにより、予算額に比して決算額が７４６百万円少額となって

います。 

（注９） 雑収入については、家畜診療収入が見込額を上回ったこと等により、予算額に比して決算

額が９２百万円多額となっています。 

（注 10） 産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、産学連携収入が当初の予定より３３５

百万円増加したこと及び寄附金収入等が当初の予定より３２４百万円増加したことに伴い、

予算額に比して決算額が６６０百万円多額となっています。 

（注 11） 引当金取崩については、引当金による退職手当及び賞与の支払いに伴い、経費相当分を取

り崩したことにより、予算額に比して決算額が１百万円多額となっています。 

（注 12） 目的積立金取崩については、予算段階では予定していなかった取崩の発生により、予算額

に比して決算額が２７百万円多額となっています。 

（注 13） 教育研究経費においては、経費の節減に努めた一方で、（注３）に示した理由により授業

料等減免費が増加したことにより、予算額に比して決算額が１９３百万円多額となっていま

す。 

（注 14） 施設整備費については、（注５）に示した理由により、予算額に比して決算額が６８６百

万円少額となっています。 

（注 15） 補助金等については、（注６）に示した理由により、予算額に比して決算額が１，３００

百万円多額となっています。 

（注 16） 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、（注 10）に示した理由により、予算

額に比して決算額が３０３百万円多額となっています。 


